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令和５年度定期監査の結果報告について 

 

 

 

 地方自治法第 199 条第４項の規定により、令和５年度の定期監査を実施

し、併せて同条第２項の監査を実施したので、同条第９項の規定により、

その結果を別紙のとおり報告します。 
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令和５年度定期監査報告書 

 

第１ 準拠する基準 

伊那市監査委員は、伊那市監査基準（令和２年伊那市監査委員告示第

４号）に準拠して監査を実施した。 

 

第２ 監査等の種類 

定期監査（地方自治法第 199 条第４項の規定による監査） 

 

第３ 監査の対象 

本庁、総合支所は全課、現地機関はおおむね２分の１について実施し

た。 

 

第４ 監査の着眼点及び主な実施内容 

各事務事業にあたっては、以下の観点を主眼として実施した。 

１ 事務執行は、合規的に行われているか。 

２ 予算執行は、計画的かつ適正に処理がなされているか。 

３ 各種の帳簿、証拠書類の計数は符合しているか。 

４ 契約及び金銭会計事務は、適正に処理されているか。 

５ 文書管理事務は適正に行われているか。 

６ 出勤簿管理、時間外勤務命令は適正に行われているか。 

７ 事務事業の計画、予算付け、進捗状況は適正か。 

 

各課から提出された監査資料及び抽出した関係書類により、財務に関

する事務の執行、経営に係る事業の管理、その他の事務の執行について

照合、並びに所属長等からの説明を受け、質疑応答及び書類試査により

監査を実施した。 

 

第５ 監査の実施場所及び日程 

伊那市役所（伊那市下新田 3050 番地）、高遠町総合支所（伊那市高遠

町西高遠 810 番地 1）、長谷総合支所仮庁舎（伊那市長谷非持 544 番地

1） 
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第６ 監査の結果 

監査の結果、財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理、その

他の事務の執行については、住民の福祉の増進や最少の経費で最大の効

果を上げるという地方自治法の趣旨の実現のため、おおむね適正かつ効

率的に執行されていた。しかし、一部に改善・検討を要すると思われる

点が見受けられたので以下に所見として記載した。今後の参考とし、改

善すべき点は早めの対応に努められたい。なお、口頭にて指摘した軽微

な事項については、掲載を省略する。 

 

令和６年１月 ５日 
監査委員事務局・公平委員会事務局・固定資産評価審査委

員会事務局 

令和６年１月 ９日 契約課、管理課、情報政策推進課、産業立地推進課 

令和６年１月１０日 

高遠町総合支所（総務課・藤沢財産区・北原財産区・片倉

財産区・長藤財産区、市民福祉課、農林建設課）、 

高遠商工観光課 

令和６年１月１２日 
耕地林務課・５０年の森林推進室・伊那財産区、都市整備

課、伊駒アルプスロード推進課、議会事務局 

令和６年１月１５日 
総務課・選挙管理委員会事務局、文化交流課、危機管理

課、地域創造課 

令和６年１月１７日 商工振興課、子育て支援課、スポーツ課、社会福祉課 

令和６年１月１９日 
長谷総合支所（総務課、市民福祉課、農林建設課）、 

山岳高原観光課 

令和６年１月２２日 生活環境課、子ども相談室、健康推進課 

令和６年１月２４日 
税務課、観光課、農政課・農業委員会・農地集約課、西箕

輪支所・公民館、西春近支所・公民館 

令和６年１月２５日 会計課 

令和６年１月２６日 企画政策課、建設課、福祉相談課、市民課 

令和６年１月２９日 秘書広報課、学校教育課 

令和６年２月 ２日 水道部、生涯学習課・市誌編さん室、財政課・徴収対策室 
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第７ 監査の所見 

１ 財政運営について 

当市の財政状況は、実質公債費比率や将来負担比率等の財政指標が

示すとおり改善してきている。しかし、長引く新型コロナウイルス感

染症の影響で悪化した経済は、５類移行により回復の兆しが見えるも

のの、今後の財源確保の見通しは不透明な状況にあり、そうした中で

今年度は長谷総合支所の建設、以降は高遠町総合支所の建替えや公共

施設の長寿命化事業などの大型事業が予定され、さらに、下水道事業

をはじめ多額な起債の償還が見込まれている。財政状況を健全に保ち

ながらこれらの事業を実施するためには、理事者をはじめ全ての職員

が、常に歳入及び有効財源の確保、歳出削減への強い意思を持って

「財政健全化プログラム」を着実に実施することが必要である。 

また、使用料の見直し、施設の統廃合等については、市民生活の利

便性に考慮し実施されたい。 

 

２ 共通事項 

（１）収入及び未収金について 

令和５年度から３か年計画の「第６次徴収対策プログラム」が策定

され、「新規滞納発生の抑止と滞納繰越の整理促進」「進行管理の徹

底」「持続的な人材育成」を推進している。 

滞納額は前年同期との比較で約１７０万円増加しているが、困難な

案件が残る中で、ここまで整理が進むとこれまでと同様のペースで未

収金を削減していくことは難しいため、減らすから増やさない対策へ

移行しつつも、各部局間の連携を図りながら、公平な負担と安定した

財源確保のため、引き続き手を緩めることなく未収金の解消に努めら

れたい。 
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税・料金等の種類 滞  納  額 前年同期滞納額 増　減 構成比

一般税 77,786,400 80,036,784 △ 2,250,384 35.1

国民健康保険税 76,355,815 76,700,200 △ 344,385 34.5

市税　小計 154,142,215 156,736,984 △ 2,594,769 69.6

保育料 40,240 660 39,580 0.1

後期高齢者医療保険料 2,638,900 2,666,925 △ 28,025 1.2

介護保険料 10,403,514 9,893,316 510,198 4.7

住宅使用料 246,500 293,700 △ 47,200 0.1

水道料金 24,171,034 23,491,749 679,285 10.9

下水道使用料 22,106,292 20,970,360 1,135,932 10.0

下水道受益者負担金 845,200 1,001,600 △ 156,400 0.4

生活保護費返還金 6,723,662 4,501,585 2,222,077 3.0

 料金等　小計 67,175,342 62,819,895 4,355,447 30.4

合　　計 221,317,557 219,556,879 1,760,678 100.0

令和５年度　市税及び料金等の滞納額一覧

（単位：円、％）

(令和５年度 徴収対策室定期監査資料による)
 

（２）契約事務及び支出について 

地方自治法や伊那市財務規則、関係通知等により定められている契

約等の事務手続きの遵守については、過去の定期監査等での指摘によ

り改善傾向にありおおむね適正であったが、確認不足による誤りなど

一部に改善を要する事項があった。庁内における庶務関係資料等を熟

知し、職場内のチェック体制を整え、誤りのない適正な事務処理に努

められたい。 

ア 契約事務において、決裁漏れ、日付の不整合、予定価格の根拠とな

る設計書や仕様書の未添付、起案文書等の記載誤りなど書類の不備が

散見された。契約課作成の「指名競争入札・随意契約事務チェック表」

を活用して的確な事務処理をされたい。 

イ 補助金交付事務について、申請書には伊那市文書管理規程に基づき

受付印の押印が必要だが押印されていないもの、要綱に定めのある様

式が使用されていないものが見られた。書類の受取り時には必要事項

が記載されているか等を確認のうえ受領されたい。また、決裁区分に

誤りのある起案文書が見られた。事務処理規則を確認のうえ、適正な

事務処理に努められたい。 
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ウ 支払事務において、完了検査終了後、請求書が速やかに提出されず、

結果的に支払いまでの期間が長くなってしまう案件が見られた。令和

２年９月、支払事務の迅速化を図るため、しゅん工（完了）検査結果

通知書に「支払遅延防止のため、本通知受領後（検査合格後）速やか

に請求書を提出してください」と記載した様式に改正されている。検

査終了後は速やかに請求書を提出するよう受注者への指導を徹底され

たい。 

エ 入札・契約において、契約方式は競争入札を原則とし、随意契約は

例外的に認められたものであるため、安易に選択することがないよう

法令に基づき適切に対応されたい。 

また、特命随契の理由を見ると、施設の建設や機器導入の経過から、

維持管理や修繕を長年にわたり特定の業者に発注しているケースが散

見されるが、業務の発注が特定の業者に集中すると不測の事態に対応

できないことや、価格競争が機能しないことで適正価格を超えた経費

が生じる可能性もあることから、必要に応じ他の業者の選定も準備さ

れたい。 

オ 設計誤りにより契約を解除し賠償が生じる案件が発生している。関

係課においては、チェックリストによる複数人での確認を行うなど体

制強化を図り、再発防止に努められたい。 

 

（３）組織及び職員数の適正化等について 

第２次定員適正化計画に基づく職員数は、令和５年度の目標値 588

人に対して現状は 583 人となっている。限られた人員の中で、市の業

務量は増加し多様化している。事務処理に一層の正確さと迅速さが

求められる中で、業務の効率化と職員の適正配置が求められる。 

人員確保が難しい状況において、市の内部事務の実施に当たって

は、出退勤管理等にデジタル技術を活用するなど、なるべく人手に

頼らない方法を推進されたい。 

市が真に行うべき業務を常に見極め、外部委託が可能な業務につ

いては積極的に外部委託を行うほか、外郭団体事務はできるだけ当

該団体へ移行するなど検討されたい。 

一部の部署で長時間の時間外勤務を行っている職員が見受けられ

るため、業務分担の見直しなどにより改善されたい。また、年次休

暇の取得率が低い職員が見受けられるため、各職場で休暇取得の勧

奨を行うなど職員の健康管理に留意されたい。 



 

 6 

（４）災害対策について 

災害時における外国籍の住民に対する情報提供の方法や、孤立の

恐れのある地域への防災備蓄倉庫の配置等、有事の際の対応につい

て検討されたい。 

災害時に罹災証明書のスムーズな発行が可能となるよう、申請書

の収受、罹災物件の評価、証明書の発行までの一連の流れについて、

定期的な訓練を検討されたい。 

 

（５）広報・周知について 

市が行う子育て支援等について、先進的な取り組みを多く実施し

ているため、市外へ積極的にＰＲするとともに、市民向けには真に

必要な人に支援が届くよう周知方法を工夫されたい。 

市民向けの広報については、なるべく平易な言葉を用いるなど、

誰にでも分かりやすい表現に努められたい。 

 

（６）その他 

外郭団体の会計事務について、現金出納帳と通帳の日付が一致し

ない、収入支出伝票の金額が訂正されている、出納責任者の印漏れ

など不備が散見された。全庁で統一した事務処理となるよう研修等

を通じて徹底を図られたい。また、定期監査時には通帳、出納簿、

証拠書類について最新の状況が確認できるよう準備されたい。 

備品は市民の財産であることを念頭に、備品台帳には新規に取得

した物品を都度登録し、廃棄や処分したものは「異動・廃棄」の処

理を行い、最低年１回は既存備品を確認し、一覧表の備考欄に確認

者の印と確認日を記入するよう徹底されたい。また、不用となった

備品でも単に処分等を行うのではなくオークションを活用するなど、

可能な限り売却し財源の確保に努められたい。 
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３ 各課への指摘事項 

総務部 

〈総務課・選挙管理委員会〉 

① 庁内の文書の保管、廃棄にあたっては、マニュアル等に従い適

正な処理が図られるよう徹底されたい。 

② 伊那市文書管理規程等の事務研修を検討されたい。 

 

〈秘書広報課〉 

① イベント等の記録写真については、担当課で撮影したものを広

報用に使用する場合もあるため、庁内の担当者を対象とした技術

的な研修の実施を検討されたい。 

 

〈財政課・徴収対策室〉 

  ① 公共施設を廃止する場合は、建物の解体以外にも地元での利活用

も含め、より有効な方法を選択するよう取り組まれたい。 

 

〈危機管理課〉 

① 消防団の会計については、適正に処理が行われているか本部で

も確認されたい。 

 

企画部 

〈企画政策課〉 

① 令和５年度行政ＭａａＳ（モバイル市役所・モバイル公民館）

運用事業業務委託において、１００万円以上の委託業務であるが、

会計管理者の事前審査が行われていなかった。 

 

文化スポーツ部 

〈スポーツ課〉 

① 外郭団体（伊那市スポーツ協会、伊那市スポーツ少年団）の事

務処理において、決裁漏れ、領収書の添付がないものが見られた。 

 

市民生活部 

〈生活環境課〉 

① 伊那市交通安全協会活動交付金において、令和５年４月１日施

行の要綱に定められた様式が使用されていなかった。 
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② 職員が不法投棄の処理で現金を拾得した場合の対応については、

共通認識が図られるようマニュアルの作成を検討されたい。 

 

〈税務課〉 

① 令和５年度土地評価路線価図属性情報付与業務委託において、

１００万円以上の委託業務であるが、会計管理者の事前審査が行

われていなかった。 

② 罹災証明書の発行については、年に最低１度は訓練を行い、有

事の際に対応できるよう準備されたい。 

 

保健福祉部 

〈社会福祉課〉 

① 食の自立支援事業委託については、配達中の事故対応を契約書

の中に盛り込むよう検討されたい。 

② 災害時要支援者個別支援計画の作成については、社会福祉課が

主体的に取り組み、既存の情報を有効に活用して、できるだけ早

期に取り組まれたい。 

 

〈福祉相談課〉 

① 部長決裁の文書に専用市長印が押されているものが見られた。

伊那市公印取扱規程で課長専決の事務に限るとされているため適

切な事務処理に努められたい。 

② 令和５年度上伊那成年後見人センター事業業務委託において、

仕様書が作成されていなかった。業務内容を明確にするためにも

仕様書を作成されたい。 

③ 移動販売事業補助において、車両以外にレジスターも対象とし

ているが、要綱と実態を照らし合わせ、必要に応じて要綱の改正

を検討されたい。 

 

〈健康推進課〉 

① 国民健康保険から後期高齢者保険への移行時に、口座振替依頼

申請書の再提出が必要となる場合があるが、再提出の必要がない

よう様式の変更を検討されたい。 
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農林部 

〈耕地林務課・50 年の森林推進室・伊那財産区〉 

① 外郭団体の会計処理において、出納責任者の印漏れ、収入支出

伝票の金額訂正、出納簿と通帳の日付の不整合が見られた。 

 

商工観光部 

〈商工振興課〉 

① 伊那市中心市街地空き店舗等活用整備事業において、事業計画

承認申請書と起案文書に記載の金額に相違があることや、起案文

書の添付書類に誤りが見られた。適正な事務処理に努められたい。 

 

〈観光課〉 

① 令和５年度伊那市横山バイクパーク運営管理業務委託は、特命

随契により実施しているが、見積経過書を用いるべきところを、

入札経過書を使用していた。また見積日より後の日付で予定価格

調書が作成されていた。 

② 馬の背ヒュッテ管理運営業務委託において、随契理由の根拠が

見積実施の起案文書と随契理由書で異なっていた。 

③ 馬の背ヒュッテ外壁改修ほか工事において、入札から契約まで

が５日以内に行われていなかった。 

 

〈高遠商工観光課〉 

① 温泉スタンド緊急対応等の外部委託化や、高遠城下まつりと灯

篭まつりの関係を整理するなど、業務の効率化と職員の負担軽減

について検討されたい。 

 

建設部 

〈都市整備課〉 

① 令和５年度春日公園管理委託において、電話で不具合報告があ

った内容については、応答録を作成されたい。 

 

水道部 

① 老朽化した上水道管について、地震などの災害リスクを地図上

に表示し、関係者間で情報共有が図られるよう検討されたい。 
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契約課・会計課 

〈契約課〉 

① 市施設の消防設備点検等について、自動ドア保守点検業務委託

と同様に一括入札の方法を検討されたい。 

 

〈会計課〉 

① 備品の適正な取扱いについて全庁に周知徹底を図られたい。 

② 伝票処理の事務については同じ誤りが繰り返されているため、

新任課長・係長に対する研修を実施するなど対策を講じられたい。 

 

 高遠町総合支所 

〈総務課、藤沢・北原・長藤・片倉財産区〉 

① 各財産区の食糧費執行にあたっては、他の財産区と同様に市の

食糧費執行基準を適用するよう努められたい。 

 

〈市民福祉課〉 

① 粗大ごみに関する収集ステーションの集約化については、高齢

者などの負担が増えることや、不法投棄に繋がりやすい地域性で

あることを考慮し、住民に理解を得られるよう十分に検討したう

えで進められたい。 

 

長谷総合支所 

〈総務課〉 

① ふるさと創生活動支援金（黒河内地区防災倉庫の新築）につい

ては総合支所長の専決であるが、交付決定書に専用市長印が押さ

れていた。伊那市公印取扱規程では課長専決の事務に限るとされ

ているため、適切な事務処理を行われたい。 

② 自治会役員の担い手不足の対策として、地区の合併等の方法に

ついて市も関与しながら検討を進められたい。 

 

〈市民福祉課〉 

① 長谷鍼灸治療所の運営については、一事業の収支の観点から評

価するだけでなく、行政が行う保健福祉事業としての必要性や、

利用者側から見た効果などを勘案し評価されたい。 
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〈農林建設課〉 

① 道の駅南アルプス村長谷施設管理運営委託において、基本協定

に基づく報告書が提出されていなかった。規定に基づく対応を徹

底されたい。 

 

教育委員会 

〈学校教育課〉 

① 令和５年度小中学校（緊急）公務系サーバー復旧業務委託にお

いて、検査後の請求書提出と支払い完了までにそれぞれ時間を要

していた。 

② 給食調理場ペレットボイラー保守点検業務について、施設ごと

発注しているが、一括発注により経費削減が図られるよう検討さ

れたい。 

③ 多くの学校で雨漏りが発生している。建物を修繕して維持して

いくか、建て直すかなどあり方について考えていく時期に来てい

る。計画的に検討を実施されたい。 

 

〈生涯学習課・市誌編さん室〉 

① 文化施設運営方針の検討にあたっては、方針を決定し、スケジ

ュールを定めるなど計画的に進められたい。 

 

〈子ども相談室〉 

① 教育相談員、家庭児童相談員の後任育成について検討されたい。 

② 児童福祉施設の充実や、上伊那への児童相談所の設置などにつ

いて関係機関に働きかけるよう検討されたい。 
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指摘事項 処理状況 

１ 財政運営について 

当市の財政状況は、実質公債費比率や将来負担比率等の財政指

標が示すとおり改善してきている。しかし、長引く新型コロナウ

イルス感染症の影響で悪化した経済は、５類移行により回復の兆

しが見えるものの、今後の財源確保の見通しは不透明な状況にあ

り、そうした中で今年度は長谷総合支所の建設、以降は高遠町総

合支所の建替えや公共施設の長寿命化事業などの大型事業が予定

され、さらに、下水道事業をはじめ多額な起債の償還が見込まれ

ている。財政状況を健全に保ちながらこれらの事業を実施するた

めには、理事者をはじめ全ての職員が、常に歳入及び有効財源の

確保、歳出削減への強い意思を持って「財政健全化プログラム」

を着実に実施することが必要である。 

また、使用料の見直し、施設の統廃合等については、市民生活の

利便性に考慮し実施されたい。 

 

２ 共通事項 

（１）収入及び未収金について 

令和５年度から３か年計画の「第６次徴収対策プログラム」が

策定され、「新規滞納発生の抑止と滞納繰越の整理促進」「進行

管理の徹底」「持続的な人材育成」を推進している。 

滞納額は前年同期との比較で約１７０万円増加しているが、困

１ 財政運営について 

当市の財政状況は、財政健全化プログラムの取組によって実質

公債費比率や将来負担比率が順調に改善してきています。しか

し、新たな施策の展開や多様なニーズに応じて新規・拡充事業が

増加しており、物価高騰や労務単価上昇の影響もあり経常経費が

増大しています。また、多くの公共施設や公用施設を抱えてお

り、今後の人口減少時代に、それらを運営し、維持管理・更新す

るための費用が大きな負担となります。令和３年度から取り組ん

でいる「第３次財政健全化プログラム」を着実に推進し、職員一

人ひとりが知恵を出し合い、更なる財政健全化に努めます。 

 

 

使用料の見直し、施設の統廃合等を行う場合は、市民生活への影

響に配慮します。 

 

２ 共通事項 

（１）収入及び未収金について 

 「第６次徴収対策プログラム」に則り、「減らすから増やさない

対策」として、現年分を優先的に取り組み、新規滞納発生の抑止

を図っていきます。また、徴収対策相談等で各徴収所管課の情報

共有を図り、連携して取組を進めていきます。 



令和５年度定期監査 指摘事項 

2 

 

難な案件が残る中で、ここまで整理が進むとこれまでと同様のペ

ースで未収金を削減していくことは難しいため、減らすから増や

さない対策へ移行しつつも、各部局間の連携を図りながら、公平

な負担と安定した財源確保のため、引き続き手を緩めることなく

未収金の解消に努められたい。 

 

（２）契約事務及び支出について 

地方自治法や伊那市財務規則、関係通知等により定められてい

る契約等の事務手続きの遵守については、過去の定期監査等での

指摘により改善傾向にありおおむね適正であったが、確認不足に

よる誤りなど一部に改善を要する事項があった。庁内における庶

務関係資料等を熟知し、職場内のチェック体制を整え、誤りのな

い適正な事務処理に努められたい。 

ア 契約事務において、決裁漏れ、日付の不整合、予定価格の根

拠となる設計書や仕様書の未添付、起案文書等の記載誤りなど

書類の不備が散見された。契約課作成の「指名競争入札・随意

契約事務チェック表」を活用して的確な事務処理をされたい。 

 

イ 補助金交付事務について、申請書には伊那市文書管理規程に

基づき受付印の押印が必要だが押印されていないもの、要綱に

定めのある様式が使用されていないものが見られた。書類の受

取り時には必要事項が記載されているか等を確認のうえ受領さ

れたい。また、決裁区分に誤りのある起案文書が見られた。事

  なお、人材育成についてもグループディスカッション等により

徴収担当者が考え学べる研修等を開催し、職員の徴収知識の底上

げを図り、未収金の解消に努めます。 

 

 

   

（２）契約事務及び支出について 

 

 

 

 

 

 

ア 契約事務については、関係法令や事務処理方法を再度確認し、

発注側として適切かつ正確な事務処理が行われるよう、契約事務

担当者会議等において、「入札・契約事務手引き」や「随意契約

の事務手続き」また「指名競争入札・随意契約事務チェック表」

等を活用し書類の不備がなくなるよう周知徹底を図ります。 

イ 適正な事務処理をするように周知・徹底します。 
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務処理規則を確認のうえ、適正な事務処理に努められたい。 

ウ 支払事務において、完了検査終了後、請求書が速やかに提出

されず、結果的に支払いまでの期間が長くなってしまう案件が

見られた。令和２年９月、支払事務の迅速化を図るため、しゅ

ん工（完了）検査結果通知書に「支払遅延防止のため、本通知

受領後（検査合格後）速やかに請求書を提出してください」と

記載した様式に改正されている。検査終了後は速やかに請求書

を提出するよう受注者への指導を徹底されたい。 

エ 入札・契約において、契約方式は競争入札を原則とし、随意

契約は例外的に認められたものであるため、安易に選択するこ

とがないよう法令に基づき適切に対応されたい。 

また、特命随契の理由を見ると、施設の建設や機器導入の経

過から、維持管理や修繕を長年にわたり特定の業者に発注して

いるケースが散見されるが、業務の発注が特定の業者に集中す

ると不測の事態に対応できないことや、価格競争が機能しない

ことで適正価格を超えた経費が生じる可能性もあることから、

必要に応じ他の業者の選定も準備されたい。 

 

オ 設計誤りにより契約を解除し賠償が生じる案件が発生してい

る。関係課においては、チェックリストによる複数人での確認

を行うなど体制強化を図り、再発防止に努められたい。 

 

 

 

ウ 事務担当者会議等での様式の活用の周知徹底、受注者への書類

の速やかな提出の依頼等適正な事務処理が行われるよう日頃から

の指導を徹底します。 

 

 

 

 

エ 随意契約を実施するにあたっては、地方自治法、同施行令に定

められている要件等の理解を深め「なぜこの業者を選ぶのか」

「この業者でなければできない」理由等の具体的な例を示すなど

適切な事務処理が行えるよう徹底し受注者の選定には「公正性・

公平性・透明性」の考えが重要であることから安易に随意契約に

よるのではなく、入札が原則であることを認識してもらう指導を

していきます。また、施設の維持管理による修繕等については、

建設の経緯も理解しつつ、軽微な修繕等には小規模事業者の発注

の機会の確保の観点から小規模事業者の選定について啓発の機会

を設けていきたいと考えます。 

オ 契約を解除し賠償が生じることはあってはならないことである 

事を認識しチェックリストによる複数人での確認等実施できる体

制作りを周知徹底します。また、設計誤りが疑われる案件につい

て早期の対応が可能となるよう、応札者からの「疑義申立て」制

度を構築します。 
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（３）組織及び職員数の適正化等について 

第２次定員適正化計画に基づく職員数は、令和５年度の目標値

588 人に対して現状は 583 人となっている。限られた人員の中

で、市の業務量は増加し多様化している。事務処理に一層の正確

さと迅速さが求められる中で、業務の効率化と職員の適正配置が

求められる。 

人員確保が難しい状況において、市の内部事務の実施に当たっ

ては、出退勤管理等にデジタル技術を活用するなど、なるべく人

手に頼らない方法を推進されたい。 

市が真に行うべき業務を常に見極め、外部委託が可能な業務に

ついては積極的に外部委託を行うほか、外郭団体事務はできるだ

け当該団体へ移行するなど検討されたい。 

一部の部署で長時間の時間外勤務を行っている職員が見受けら

れるため、業務分担の見直しなどにより改善されたい。また、年

次休暇の取得率が低い職員が見受けられるため、各職場で休暇取

得の勧奨を行うなど職員の健康管理に留意されたい。 

 

（４）災害対策について 

災害時における外国籍の住民に対する情報提供の方法や、孤立

の恐れのある地域への防災備蓄倉庫の配置等、有事の際の対応に

ついて検討されたい。 

災害時に罹災証明書のスムーズな発行が可能となるよう、申請

書の収受、罹災物件の評価、証明書の発行までの一連の流れにつ

（３）組織及び職員数の適正化等について 

  職員の配置については、時間外勤務の状況やヒアリング等によ

り適正となるよう努めています。一部業務・事業の業務量が急激

に増加した場合等は、他部署からの応援等（動員、人事異動等）

を適切に実施していますが、今後も必要な対応をしていきます。 

デジタル技術等の活用の研究を進めているところですが、導入

効果や費用対効果を見極めながら対応していきます。 

外郭団体の事務引き受けについては、会計事務能力がある場合

は、事務を当該団体へ移行するよう努めます。 

指定休暇制度や振休の確実な履行等、職員が休暇を取得しやす

い環境づくりに努めていきます。また、業務分担の見直しも、組

織の改編を含めて随時行っていきます。 

 

   

 

 

 

（４）災害対策について 

外国籍の住民に対する情報提供については、伊那市防災アプリ

（英語）や公式Ⅹを活用いただくと共に、地域のつながりのなかで

 支援や情報伝達ができる体制を作ります。令和５年度からは支援

 者を交えた支援研修会を行っています。 

孤立集落対応については、自主防災組織の施設整備補助金を活
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いて、定期的な訓練を検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

（５）広報・周知について 

市が行う子育て支援等について、先進的な取り組みを多く実施

しているため、市外へ積極的にＰＲするとともに、市民向けには

真に必要な人に支援が届くよう周知方法を工夫されたい。 

市民向けの広報については、なるべく平易な言葉を用いるな

ど、誰にでも分かりやすい表現に努められたい。 

 

（６）その他 

外郭団体の会計事務について、現金出納帳と通帳の日付が一致

しない、収入支出伝票の金額が訂正されている、出納責任者の印

漏れなど不備が散見された。全庁で統一した事務処理となるよう

研修等を通じて徹底を図られたい。また、定期監査時には通帳、

出納簿、証拠書類について最新の状況が確認できるよう準備され

たい。 

備品は市民の財産であることを念頭に、備品台帳には新規に取

得した物品を都度登録し、廃棄や処分したものは「異動・廃棄」

用し、必要な資機材を整えていただく他、自助として、水、食料

や簡易トイレなどの備えを啓発していきます。 

被害認定の申請受付、調査の実施、罹災証明の発行、各種申請

の案内といった業務の整理をすると共に、不足する人員を補うた

めの受援対応を含め、迅速な生活再建につなげるための研修や訓

練を検討します。 

 

（５）広報・周知について 

  市報、公式ホームページ、広報番組、ＳＮＳ、マスコミ等、多

様な手段により、周知、ＰＲを図ります。 

  市報等は、中学 1年生が理解できる程度の文章を目安に作成し

ていますが、今後もわかりやすい表現に努めます。 

 

 

（６）その他 

  外郭団体の基本的な事務処理について、適正な事務処理となる

よう周知を図ります。また、監査を受ける際に、書類の準備等を

適切に行うよう周知を行います。 

  備品の取扱いについては、基本的なルールと処理について全庁

に通知し、適正な処理に努めてまいります。不用備品の処理につ

いては、オークション等も活用しているところですが、今後も、

周知を図り財源の確保に努めます。 
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の処理を行い、最低年１回は既存備品を確認し、一覧表の備考欄

に確認者の印と確認日を記入するよう徹底されたい。また、不用

となった備品でも単に処分等を行うのではなくオークションを活

用するなど、可能な限り売却し財源の確保に努められたい。 
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（総務部） 

指摘事項 処理状況 

〈総務課・選挙管理委員会〉 

① 庁内の文書の保管、廃棄にあたっては、マニュアル等に従い適

正な処理が図られるよう徹底されたい。 

② 伊那市文書管理規程等の事務研修を検討されたい。 

 

〈秘書広報課〉 

① イベント等の記録写真については、担当課で撮影したものを広

報用に使用する場合もあるため、庁内の担当者を対象とした技術

的な研修の実施を検討されたい。 

 

〈財政課・徴収対策室〉 

① 公共施設を廃止する場合は、建物の解体以外にも地元での利活

用も含め、より有効な方法を選択するよう取り組まれたい。 

 

 

 

〈危機管理課〉 

① 消防団の会計については、適正に処理が行われているか本部で

も確認されたい。 

 

〈総務課・選挙管理委員会〉 

① 研修、会議、通知等により周知、指導していきます。 

 

② 研修等の開催を検討します。 

 

〈秘書広報課〉 

① 広報推進委員を中心に、撮影に関する研修の実施を検討しま

す。 

 

 

〈財政課・徴収対策室〉 

① 用途廃止後の施設については、土地が市有地なのか借地なの

か、建物については、市での後利用、地元での利活用など、広い

視点で検討し、市の財政にとってより有効な方法を選択するよう

に取り組みます。 

 

〈危機管理課〉 

① 各分団については毎年 5月に会計監査を行い、本部へ監査報告

を行うようにしています。分団内各部・班においては、監査の実

施を徹底するように指導します。 

 



令和５年度定期監査 指摘事項 

8 

 

（企画部） 

指摘事項 処理状況 

〈企画政策課〉 

① 令和５年度行政ＭａａＳ（モバイル市役所・モバイル公民館）運

用事業業務委託において、１００万円以上の委託業務であるが、

会計管理者の事前審査が行われていなかった。 

 

 

〈企画政策課〉 

① 会計処理のチェックを行うよう手順を確認し、適正な事務処理

を行うよう徹底します。 
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（文化スポーツ部） 

指摘事項 処理状況 

〈スポーツ課〉 

① 外郭団体（伊那市スポーツ協会、伊那市スポーツ少年団）の事務

処理において、決裁漏れ、領収書の添付がないものが見られた。 

〈スポーツ課〉 

① 該当する書類について、決裁、領収書添付を行いました。 

 課内にて、決裁の確認、必要書類の確認を徹底します。 
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（市民生活部） 

指摘事項 処理状況 

〈生活環境課〉 

① 伊那市交通安全協会活動交付金において、令和５年４月１日施

行の要綱に定められた様式が使用されていなかった。 

② 職員が不法投棄の処理で現金を拾得した場合の対応について

は、共通認識が図られるようマニュアルの作成を検討されたい。 

 

 

〈税務課〉 

① 令和５年度土地評価路線価図属性情報付与業務委託において、 

１００万円以上の委託業務であるが、会計管理者の事前審査が行

われていなかった。 

② 罹災証明書の発行については、年に最低１度は訓練を行い、有

事の際に対応できるよう準備されたい。 

 

〈生活環境課〉 

① 要綱で定めた様式を再確認し、変更後の様式を使用して適正

な事務処理に努めます。 

② 不法投棄物の中に現金や貴金属類などが含まれている可能性も

あるため、回収した場合の処理についてマニュアルを作成し、職

員に周知するよう努めます。 

 

〈税務課〉 

① 財務規則第５７条に準じ、決定額及び事案内容によって会計管

理者の審査を受けます。 

 

② 罹災証明書発行並びに被災家屋調査について開催される研修会

等に積極的に参加し職員の知識と技術の向上に努めてまいりま

す。 
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（保健福祉部） 

指摘事項 処理状況 

〈社会福祉課〉 

① 食の自立支援事業委託については、配達中の事故対応を契約書

の中に盛り込むよう検討されたい。 

 

② 災害時要支援者個別支援計画の作成については、社会福祉課が

主体的に取り組み、既存の情報を有効に活用して、できるだけ早

期に取り組まれたい。 

 

 

〈福祉相談課〉 

① 部長決裁の文書に専用市長印が押されているものが見られた。

伊那市公印取扱規程で課長専決の事務に限るとされているため適

切な事務処理に努められたい。 

② 令和５年度上伊那成年後見人センター事業業務委託において、

仕様書が作成されていなかった。業務内容を明確にするためにも

仕様書を作成されたい。 

③ 移動販売事業補助において、車両以外にレジスターも対象とし

ているが、要綱と実態を照らし合わせ、必要に応じて要綱の改正

を検討されたい。 

 

〈社会福祉課〉 

① 宅配に係る契約は利用者と事業者間での締結となりますが、事

業者の指定登録にあたり、責任の所在を明確にする書面を取り交

わすようにします。 

② 民生児童委員、ケアマネ、地域防災組織等との協力のもと、個

別避難計画の必要性を説明しながら、特に支援を必要とする人の

既存の情報からの更新、また新規の作成も合わせて早期作成を進

め有事の際に活用できるよう主体的に取り組んでいきます。 

 

〈福祉相談課〉 

① 適切な事務処理に努めます。 

 

 

② 仕様書を作成し、適切な事務処理に努めます。 

 

 

③ 要綱の見直しを検討します。 
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〈健康推進課〉 

① 国民健康保険から後期高齢者保険への移行時に、口座振替依頼

申請書の再提出が必要となる場合があるが、再提出の必要がない

よう様式の変更を検討されたい。 

〈健康推進課〉 

① 前回様式の見直しを行った時に作成した申請書の在庫が大量に

ある状況ですが、次期印刷の際は、関係課と協議のうえ国民健康

保険から後期高齢者医療保険へ継続して口座振替ができるよう様

式を改めていきます。 
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（農林部） 

指摘事項 処理状況 

〈耕地林務課・50 年の森林推進室・伊那財産区〉 

① 外郭団体の会計処理において、出納責任者の印漏れ、収入支出

伝票の金額訂正、出納簿と通帳の日付の不整合が見られた。 

 

〈耕地林務課・50 年の森林推進室・伊那財産区〉 

① １０月に行われる課長監査での確認と、決裁時での担当者、副

担当者、係長、課長による確認の徹底を図ります。 
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（商工観光部） 

指摘事項 処理状況 

〈商工振興課〉 

① 伊那市中心市街地空き店舗等活用整備事業において、事業計画

承認申請書と起案文書に記載の金額に相違があることや、起案文

書の添付書類に誤りが見られた。適正な事務処理に努められたい。 

 

〈観光課〉 

① 令和５年度伊那市横山バイクパーク運営管理業務委託は、特命

随契により実施しているが、見積経過書を用いるべきところを、

入札経過書を使用していた。また見積日より後の日付で予定価格

調書が作成されていた。 

② 馬の背ヒュッテ管理運営業務委託において、随契理由の根拠が

見積実施の起案文書と随契理由書で異なっていた。 

 

③ 馬の背ヒュッテ外壁改修ほか工事において、入札から契約まで

が５日以内に行われていなかった。 

 

 

〈高遠商工観光課〉 

① 温泉スタンド緊急対応等の外部委託化や、高遠城下まつりと灯

篭まつりの関係を整理するなど、業務の効率化と職員の負担軽減

〈商工振興課〉 

① 事務処理手順の再確認等、適正な事務の執行について徹底いた

します。 

 

 

〈観光課〉 

① 予定価格調書は、見積依頼通知書を発送後、開札前の適切な日

に作成を行います。その際に使用する様式は日付を含む記載内容

について複数人で確認を行い、事務執行します。 

 

② 選定理由の各号の選定にあたっては、伊那市特命随意契約ガイ

ドラインにより選定を行い、決裁時に整合が取れているか十分確

認を行います。 

③ 見積額決定後財務規則に基づいて、口頭で連絡後、見積結果通

知書を採用決定業者へ送付し、定められた期間内で契約行為を実

施します。 

 

〈高遠商工観光課〉 

① 温泉スタンドは、伊那市観光㈱を指定管理者として、リスク分

担に沿って対応しています。イベントについては、経過を踏まえ
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について検討されたい。 

 

ながら、実行委員会（地域住民）が主体となって運営する組織体

制に改めるなど、職員の負担軽減につながる手法を検討します。 
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（建設部） 

指摘事項 処理状況 

〈都市整備課〉 

① 令和５年度春日公園管理委託において、電話で不具合報告があ

った内容については、応答録を作成されたい。 

〈都市整備課〉 

① 重大な案件については、これまでどおり処理経過を作成しま

す。また、不具合報告等について、新たに受付処理簿を作成し、

簡易な不具合報告も含めて処理経過を記録します。 
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（水道部） 

指摘事項 処理状況 

〈水道部〉 

① 老朽化した上水道管について、地震などの災害リスクを地図上

に表示し、関係者間で情報共有が図られるよう検討されたい。 

 

〈水道部〉 

① 地図情報システムの機能充実を図る中で、対応を検討していき

ます。 
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（契約課・会計課） 

指摘事項 処理状況 

〈契約課〉 

① 市施設の消防設備点検等について、自動ドア保守点検業務委託

と同様に一括入札の方法を検討されたい。 

 

 

〈会計課〉 

① 備品の適正な取扱いについて全庁に周知徹底を図られたい。 

 

 

② 伝票処理の事務については同じ誤りが繰り返されているため、

新任課長・係長に対する研修を実施するなど対策を講じられたい。 

 

〈契約課〉 

① 各課それぞれに発注をしている消防設備点検業務委託等につい

て、一括入札の可能な業務があるか業務の洗いだしと、一括発注

の案件の増加を検討していきます。 

 

〈会計課〉 

① 各課宛に、備品、重要物品の適正管理と備品台帳の整備につい

て通知しました。今後も、備品の適正管理について周知徹底を 

図っていきます。 

② 総務課と調整して、開催に向けて検討していきます。 
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（高遠町総合支所） 

指摘事項 処理状況 

〈総務課・藤沢財産区・北原財産区・片倉財産区・長藤財産区〉 

① 各財産区の食糧費執行にあたっては、他の財産区と同様に市の

食糧費執行基準を適用するよう努められたい。 

 

〈市民福祉課〉 

① 粗大ごみに関する収集ステーションの集約化については、高齢

者などの負担が増えることや、不法投棄に繋がりやすい地域性で

あることを考慮し、住民に理解を得られるよう十分に検討したう

えで進められたい。 

 

 

〈総務課・藤沢財産区・北原財産区・片倉財産区・長藤財産区〉 

① 他の財産区を参考に出席者について再考し、市の食糧費執行基

準を適用するように努めます。 

 

〈市民福祉課〉 

① 区長会を始め地区への説明会を行い、住民に十分周知し、理解 

を得たうえで実施します。 
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（長谷総合支所） 

指摘事項 処理状況 

〈総務課〉 

① ふるさと創生活動支援金（黒河内地区防災倉庫の新築）につい

ては総合支所長の専決であるが、交付決定書に専用市長印が押さ

れていた。伊那市公印取扱規程では課長専決の事務に限るとされ

ているため、適切な事務処理を行われたい。 

② 自治会役員の担い手不足の対策として、地区の合併等の方法に

ついて市も関与しながら検討を進められたい。 

 

〈市民福祉課〉 

① 長谷鍼灸治療所の運営については、一事業の収支の観点から評

価するだけでなく、行政が行う保健福祉事業としての必要性や、

利用者側から見た効果などを勘案し評価されたい。 

 

〈農林建設課〉 

① 道の駅南アルプス村長谷施設管理運営委託において、基本協定

に基づく報告書が提出されていなかった。規定に基づく対応を徹

底されたい。 

〈総務課〉 

① 今後は適切な事務処理に努めます。 

 

 

 

② 各地区の状況を把握し、地区の合併等の方法について検討を進

めていきます。 

 

〈市民福祉課〉 

① 今後、収支以外の観点からも評価を行うようにします。 

 

 

 

〈農林建設課〉 

① 今後は規定に基づき、適切な対応に努めます。 
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（教育委員会） 

指摘事項 処理状況 

〈学校教育課〉 

① 令和５年度小中学校（緊急）公務系サーバー復旧業務委託にお

いて、検査後の請求書提出と支払い完了までにそれぞれ時間を要

していた。 

② 給食調理場ペレットボイラー保守点検業務について、施設ごと

発注しているが、一括発注により経費削減が図られるよう検討さ

れたい。 

③ 多くの学校で雨漏りが発生している。建物を修繕して維持して

いくか、建て直すかなどあり方について考えていく時期に来てい

る。計画的に検討を実施されたい。 

 

〈生涯学習課・市誌編さん室〉 

① 文化施設運営方針の検討にあたっては、方針を決定し、スケジ

ュールを定めるなど計画的に進められたい。 

 

〈子ども相談室〉 

① 教育相談員、家庭児童相談員の後任育成について検討されたい。 

② 児童福祉施設の充実や、上伊那への児童相談所の設置などにつ

いて関係機関に働きかけるよう検討されたい。 

 

〈学校教育課〉 

① 検査完了後、事業者に対し速やかに請求書を提出するよう指導

し、遅滞なく支払い処理を行うようにします。 

 

② 一括発注に向け受注者と協議します。 

 

 

③ 長寿命化計画に基づき改修を進めます。長寿命化計画につきま

しては、施設の状況に応じて見直しを行っていきます。 

 

 

〈生涯学習課・市誌編さん室〉 

① 施設ごとに運営方針を定め、計画的な運営に努めます。 

 

 

〈子ども相談室〉 

① 将来に繋がる体制づくりについて検討していきたいと考えてい

ます。 

② 県の動向を見ながら、上伊那８市町村で連携して対応していき

たいと考えています。 

 


